
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 年 月 日 
担当部・課：フィリピン事務所 

１．案件名 
 ムスリム・ミンダナオ（ARMM）自治区人材育成プロジェクト 
２．協力概要 
（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
 ARMM 自治区政府優先課題のうち、経済開発、インフラ開発、行政能力強化の課題を対象に、

各分野の実務・技術を中心に自治区政府関連部局の中堅職員の能力向上を行うことを目的とす

る。具体的には経済開発では地場産業振興に対する起業・技術支援、インフラ開発では案件形

成（プロポーザル作成及びフィージビリティスタディ）及び施工管理能力強化を支援する。併

せて、脆弱な行政基盤を強化するため、関連行政規程の整備、人事情報管理の強化を支援する。

（２） 協力期間：2008 年 4 月－2011 年 3 月 
（３） 協力総額（日本側）：3.5 億円 
（４） 協力相手先機関：ARMM 自治区政府 
（５） 国内協力機関：なし 
（６） 裨益対象者及び規模、等 

直接裨益者：ARMM 自治区政府関連部局中堅職員（研修対象者）335 人 
間接裨益者：ARMM 自治区政府職員 20,000 人 

３．協力の必要性・位置付け 
（１） 現状及び問題点 

 1996 年にフィリピン国政府とモロ民族解放戦線（Moro National Liberation Front, MNLF）
との和平合意により、ムスリム・ミンダナオ自治区（Autonomous Region in Muslim Mindanao, 
ARMM：6 州・1 市により構成）が設立された。約 280 万人が生活する同地域は、長期にわ

たる武力紛争の影響で同国の平均貧困率の 2 倍近く(全国平均 24.7%に対し 45.7％) を示

し、最も社会経済発展が立ち遅れている。本格的な復興・開発が遅れている原因としては、

MNLF から分派したモロ＝イスラム解放戦線(Moro Islamic Liberation Front, MILF)と政

府との和平交渉の遅れ、各種インフラの未整備等が指摘されているが、とりわけ和平合意に

もとづき、フィリピン憲法上特別に認められた「自治」のもと、権限を委譲された ARMM 自

治区政府の行政能力不足が障害となっている。具体的には、長年の紛争による行政の機能

不全、元 MNLF 幹部・兵士を含む新規雇用職員に対する十分な研修が行われていないこと、

自治区の具体的な行政権限の委譲及びそれに伴う制度整備が遅れていることが原因としてあ

げられている。 
上記を踏まえ、JICA は「ARMM 自治区行政能力向上プロジェクト」（2004 年 12 月～2007

年 3 月、0.95 億円）を実施することにより、自治区内の各組織における幹部及び管理職を対

象（総計約 440 人）に組織横断的に幅広く研修の機会を与え、研修参加者の基礎的な行政

能力を向上を支援してきた。このプロジェクトでは知事をはじめ、各部局の主要幹部クラスに

は政策立案及びリーダーシップ・組織運営の基礎に関する研修を、中間管理職に対してはプロ



ジェクトマネジメントを中心に研修を行った。更に最終年度には ARMM 自治区の優先 5 課題

（経済開発、インフラ開発、行政管理、平和と秩序、社会開発）について、各課題の問題分析、

問題解決に必要な対策の検討等を支援した。この結果、行政及び地域開発の基本的な知識は向

上し、計画立案・運営面では一定の改善が見られるようになった。 
しかしながら、ARMM 自治区の行政は未だ多くの課題を抱えており、特に各専門分野の実

務・技術の向上、特に中堅職員（テクノクラート）の育成が急務となっている。 
「ミンダナオの平和と開発プログラム」では、上記優先 5 課題のうち「経済開発」、「イン

フラ開発」に着手すべく、今後開発調査（ARMM インフラ開発計画策定調査、ARMM 地場産

業振興開発調査（採択予定））を実施予定であるが、これら分野の人材の能力不足が懸念され

ている。併せて、行政規程や人事情報の基礎整備などの行政基盤整備も遅れており、早急

な対策が求められている。 
 
（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 
フィリピン政府は「ミンダナオの平和と開発」を重点政策に掲げ、モロ・イスラム解放戦線

（MILF）との和平交渉に並び、同島南西部の開発を重点施策として位置づけているとともに、

自治区行政官の能力向上を同地域の復興・開発の促進において最も重要な課題ととらえてい

る。更に、これら ARMM 自治区の中堅人材は MILF 和平合意後いかなる統治形態となろ

うとも、同地域の復興・開発を担っていくこととなっており、予測される MILF 関係者

の行政への統合により益々重要性を増すことが指摘されている。 
 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける

位置付け） 
・改訂中の我が国の国別援助計画において、「ミンダナオの平和と安定」は援助重点 3
分野の一つである。また、2002 年 12 月「平和と安定のためのミンダナオ支援パッケ

ージ」においても、「（ARMM 自治区の）政策立案・実施に対する支援」は重点分野の

一つと位置づけられている。 
・JICA 国別事業実施計画（案）においても、「ミンダナオの平和と開発」は重点開発

課題であり、「ミンダナオにおける平和と開発への支援プログラム」では、「ムスリム・

ミンダナオ地域における自治政府及び地域内の地方自治体の行政能力向上」を重点支援

分野としている。 
４．協力の枠組み 
（１） 協力の目標（アウトカム） 
 １）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

ARMM 自治区政府の行政管理、経済開発、インフラ開発分野の中堅職員の能力が育成

される。 
＜指標・目標値＞ 

（行政管理） 
 ・行政規程・施行細則草案の作成及び審議状況 
・人事情報システムを更新している部局数・システム操作指導ができる職員数 
（インフラ開発） 
・ARMM 公共事業局の局内技術研修 Trainers of Training (TOT)の導入及び講師数 



・建設事業プロポーサルの数 
（経済開発）  
・ARMM 自治区及び地方事務所における産業振興支援の実施状況（産業振興支援担当デ

スクの活動状況等） 
２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

ARMM 自治区政府の行政能力が向上し、経済開発が推進される。 

＜指標・目標値＞ 

・行政規程及び施行細則の施行状況 
・人事管理における人事情報システムの活用状況（昇進、研修等の計画策定への活用等）

・ARMM 自治区政府のフィージビリティスタディの実施数 
・インフラ事業の改善状況（計画どおりの施工の実施等） 
・ 自治区のハラル認証製品の増加 

（２） 成果（アウトプット）と活動 
１）成果 1：人事及び組織面における ARMM 自治区の行政管理能力が改善する。 

 
＜指標・目標値＞ 

  ・行政規程の草案の確定・同実施細則の起草 
  ・人事情報システムの導入部局数、導入されたワークフローに沿ったデータベース及

びマニュアル、システムオペレータ数 
＜活動＞ 

  １－１ 行政規程及び細則策定に関するワークショップの実施 
 １－２ 人事情報システムデータベースの設計、人事情報管理の基礎及びデータベー

ス操作方法に関する研修の実施 
※ 行政規程：自治区の組織（知事、行政機関、議会、裁判所、地方自治体等の役割、権限、行

政手続きを定めた規程 

２）成果 2：ARMM 自治区インフラ関連部局の技術能力が向上する。 
＜指標・目標値＞ 

・ARMM 公共事業局により「プロジェクト技術者」として認定された職員数（プロジ

ェクト開始後資格制度を公共事業本省と協議の上設立） 
・ARMM 公共事業局における TOT によるプロジェクト技術者局内研修の実施状況（受

講者数及びその知識・技術の向上、研修教材） 
・作成された開発事業のプロポーザルの数及び評価（事業化の有無を含む）、プロポー

ザル作成及びフィージビリティスタディの手引きの作成状況 
  ＜活動＞ 
  ２－１ プロジェクト技術者養成研修の実施、技術者資格制度の導入 
  ２－２ プロジェクト技術者養成研修局内研修の実施 
  ２－３ プロポーザル作成研修の実施、研修員による試行的なプロポーザル作成（演



習形式による実践） 
３）成果 3：ARMM 自治区関連部局（貿易産業局、農林水産局等）の地場産業振興に関す

る技術、知識が向上する。 
 ＜指標・目標値＞ 

・選定された 2－3 つのハラル産品振興の関するアクションプランの作成（全体及び各

グループ－「ビジネスサポート（産業振興支援）」、「生産・加工及び品質管理」、「広

報（プロモーション）・マーケティング」） 

・グループごとの研修受講者数、生産・加工及び品質管理の研修教材、産業振興支援の

手引き、生産者・加工業者向けのパンフレット、プロモーションツールの作成 

・地方自治体、生産・加工業者に対する試行的研修の参加者及び同研修の評価 

＜活動＞ 

３－１ 産業振興に関する導入研修、対象ハラル産品の選定及び現状分析及びアクショ

ンプランの策定 

３－２ 現状分析及びアクションプランに基づいたグループごとの研修 

注：ハラル：（イスラム法典に照らして消費・使用が）「許される」という意味で、ハラル製品とは

教典とその解釈に沿って作られた宗教的に「安全な」製品を指す。 

（目標値はベースライン調査結果に基づき 2009 年 2 月までに設定する） 

（３） 投入（インプット） 
① 日本側（総額 3.5 億円） 

  ・専門家派遣：総括／経済開発／人材育成、行政管理／人材育成、インフラ開発／人

材育成、研修運営管理・モニタリング 
  ・供与機材：研修運営に必要な機材 
  ・本邦研修：16-20 人（地場産業振興、インフラ開発等を想定） 
  ・在外事業強化経費：現地研修・フォロー・スルー（フォローアップ）活動経費、教

材・マニュアル等作成経費、プロジェクトオフィス運営経費 
② フィリピン国側 

  ・カウンターパートの配置 
  ・現存する研修運営関連機材、パソコンの利用 
（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 
  ・ARMM 自治区の行政組織に重大な変更がない。 

・中央政府及びドナーの ARMM 自治区に対する政策・方針に重大な変更がない。 
  ・ARMM 自治区を含むミンダナオの治安・政情が悪化せず、経済環境に重大な影響を

与えない。 
５．評価 5 項目による評価結果 
（１） 妥当性 
 以下の理由により妥当性は高い。 



 フィリピン政府の和平及び開発政策 
フィリピン政府は中期開発計画の重点課題の一つとして「ミンダナオの和平と開発」を位置

づけており、ARMM自治区政府の行政能力不足は本重要課題解決のための障害となっている。

 我が国援助方針との整合性 
日本政府は、国別援助計画（改定中）の優先開発課題の一つとして「ミンダナオの平和と安

定への支援」を掲げている。なかでも ARMM 自治区政府の行政強化を優先課題としている。・

本プロジェクトは「ミンダナオの平和と開発プログラム」の“キャパシティビルディングコ

ンポーネント”として位置づけられる。本プロジェクト終了後は、育成された人材をカウン

ターパートとして、関連分野の各案件が効率的かつ効果的に実施されることが期待される。

更に、和平プロセスの進捗に応じ、同地域の統治の変更により生ずる人材育成ニーズにも柔

軟に対応していく。 
 ARMM 自治区職員能力向上の必要性－ターゲットグループ 
ARMM 自治区は社会経済開発において著しく立ち遅れており、人材の育成は急務である。

ARMM 自治区の各分野の中堅職員（テクノクラート）は MILF 和平合意後の行政体制におい

ても、同地域の復興・開発を担い、むしろ MILF その他の人材とともに新たに行政を支えて

いくことが予測されている。 
（２） 有効性 
 本件は以下の理由から高い有効性を見込むことができる。 

 研修成果の実務への応用による実践的な人材育成 
本プロジェクトでは、前プロジェクトからの継続で約 6 割完成している行政規程草案作成を

始め、ハラル産品振興など、自治区が既に着手している分野を対象としているため、ニーズが

明確化している。更に研修で取得した技術・知識を即座に実際の業務に応用することができ、

実践的に能力が育成されることが見込まれる。 
（３） 効率性 
 本案件は以下の理由から高い効率性が見込まれる。 

 脆弱な ARMM 自治区の限られた人材を活用した実施体制 
行政分野は知事室 、経済開発分野は貿易産業局、インフラ分野は公共事業局が中心的な役割

を果たす。この３部局は組織体制の脆弱な ARMM 自治区政府内でも本プロジェクトの対象と

なる中堅人材を一定規模で擁している数少ない部局である。この３部局を中心に能力強化を

支援し、この 3 部局だけでは対応できない役割・機能を他の部局により補完していくことに

より、限られた人材を効率的に活用した実施体制が構築できる。 
 研修で習得した知識・スキルの具体的な成果品への結実 
本プロジェクトでは、研修への投入が効率的にアウトプットを生み出していくよう配慮して

いる。具体的には、座学研修に加え、フォロー・スルー（フォローアップ）活動を柔軟に実施

し、研修で取得した知識・スキルを活用し、研修参加者が実際の業務に活かせる成果品を作成

したり、あるいは TOT 研修を実施したりできるような仕組みとしている。 
 ドナー協調 
ARMM 自治区に対しては複数のドナーが支援を実施中であるが、地方自治体への直接支援が



中心で自治区政府を対象とした人材育成を実施している組織はなく、他ドナーの活動と重複

する可能性は低い。むしろ他ドナーの協力とは地場産業振興、行政管理の分野で相互補完、

相乗効果が期待される。 
（４） インパクト 
 本案件の実施により見込まれるインパクトは以下のとおり。 

 上位目標の達成 
プロジェクト目標の達成により、対象分野の中堅職員の能力が向上し、これら職員が他の関

係部局職員等に対して研修・指導することにより、自治区の対象部局全体、更に産業振興に

おいては生産・加工業者等の能力が向上し、上位目標の ARMM 自治区の行政組織及び人事

管理の改善、インフラ開発事業形成及び実施の改善、更にハラル産業振興に貢献すると見込

まれる。 
 ARMM 自治区の将来のガバナンス強化への基盤整備 
行政規程及び細則の導入により、部局レベルのパーフォーマンスモニタリング・評価の基礎

が整備される。人事情報システムの導入は職員レベルのモニタリング・評価を行う上で不可

欠であり、更に、課題となっている人材開発の計画策定を行うことができるようになるとい

う効果も期待される。 
（５） 自立発展性 
 本案件の自立発展性の見込みは以下のとおり。 

 技術面：  
他職員・関係機関への普及が必要な研修コースは、講師養成と教材開発を行うなど、プロジ

ェクト後も研修活動を継続し、能力向上の仕組みを定着していけるように計画されている。 
 財政面：  
プロジェクトにて教材等の作成を行えば、研修コース内容自体は機材など多額な資金を必要

としないものを提案しているため、プロジェクト後の実施可能性は高いと思われる。 
 政策・制度面：  

いかなる統治体制となっても、自治区の中堅人材の育成は自立発展にとっての優先課題で

ある。また、ARMM 自治区の脆弱な行財政基盤に鑑み、本プロジェクトの 3 年次には自治区

政府自身での継続的な研修制度定着のための予算確保、技術指導活動継続のためのインセン

ティブ検討など、自立発展性を確保するために必要な措置を自治区政府とともに検討してい

く。また、プロジェクト期間内に一部を試行的に実施し、自立発展性につなげていくよう計

画している。 
６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
・ジェンダーに配慮した上で研修ニーズを調査・分析する。 
・プロポーザル作成に関する研修では実際に事業化を想定しているプロジェクトのプロポーザ

ルを作成することとしており、環境配慮に関する項目を盛り込み、環境に配慮していく。 
・地場産業育成においては、貧困削減へのインパクトを配慮して産品を選定する。 
・ミンダナオ地域については、平和構築アセスメント（PNA）を実施中であり、これを踏まえ

て、平和構築配慮に留意して実施する。 



７．過去の類似案件からの教訓の活用 
（1）ARMM 自治区をはじめとするミンダナオの紛争影響地域での支援の教訓は以下のとおり。

・ARMM 自治区政府での事業は治安、ガバナンス・政情、援助受入れ経験の不足等、多く

の面で制約が多く、状況の変化に併せて、関係機関との綿密な協議により、事業計画を柔

軟に運用していくことが必要である。 
・縁故主義による政治的任用に見られるように、研修員の選定を中心に ARMM 自治区の意

思決定メカニズムについては、部族社会的な政治・文化及び伝統的側面が影響を及ぼすこ

とは不可避である。「ARMM 自治区行政能力向上プロジェクト」の教訓として、現地人材

の活用等によりこれらの側面に配慮しつつも、研修員のプレポストテスト等データ収集、

外部機関の関与の確保等により、客観的かつ透明な運営に工夫を行っていくこととする。

（2）ミンダナオ東部地域で類似分野で先行実施している「ダバオ産業クラスター開発プロ

ジェクト」「ダバオ地域地方行政・地域社会強化」「道路・橋梁の建設・維持に係る品質管

理向上」等から得られる経験・教訓を取り入れていくとともに、現地視察や研修講師等の

リソースとして活用していく。 
８．今後の評価計画 
（1）中間評価調査：2009 年 10 月 
（2）終了時評価：2010 年 11 月 
（3）事後評価：2015 年 
 


